



































































































































1996年上院議会選挙結果 （議席数） 1998年上院議会選挙 （議席数） 2001年上院議会選挙 （議席数）
自由国民連合 37 自由国民連合 35 自由国民連合 35
労働党 29 労働党 29 労働党 28
民主党 ７ 民主党 9 民主党 8
緑の党 2 緑の党 1 緑の党 2
ハラディングループ 1 ハラディングループ 1 ハラディングループ 1
一つの国家 1 一つの国家 1
シャイネムルフィ 1
Total 76 Total 76 Total 76































































































































































































































































































































































































































1988年 4月 1989年 8月 1989年10月 1989年12年 1990年 2 月 1990年 5月 1990年 7月 1990年 9月 1990年10月
国民党 63 46 48 53 54 55 52 53 51
労働党 30 48 45 39 35 30 29 32 35
（数字は％，100％を満たすための他党は，表３参照）











































































個別的雇用契約 統一的交渉（及びアワード） 企業別交渉 混合型
団体交渉合計
（個別的雇用契約以外）
1991 年 5 月 28 59 13 － 72
1992 年 8 月 52 8 35 5 48
1993 年 8 月 40 9 37 8 54
1996 年 8 月 49 11 34 4 49
（出所 Hector and Hobby 1998: 314）







統  一  交  渉 553.9  90.0  － 84
企 業 別 交 渉 167 337.1 ＋ 101
交渉カバー数 721.4 428.7  － 41














1980-84 1985-89 1990-94 1995-99 2000-01
オーストラリア 2.88 2.83 2.82 2.94 3.07
オーストリア 3.45 3.49 3.56 ‥ ‥
ベルギー ‥ 2.40 2.28 ‥ ‥
カナダ ‥ ‥ ‥ 3.65 3.71
デンマーク 2.17 2.18 2.16 ‥ ‥
フィンランド 2.49 2.50 2.39 2.36 2.41
フランス 3.18 3.19 3.21 3.07 ‥
ドイツ 2.88 2.86 2.79 2.87 ‥
アイルランド ‥ ‥ 4.06 3.97 ‥
イタリア ‥ 2.29 2.35 2.40 ‥
日本 3.08 3.15 3.07 2.99 ‥
オランダ 2.47 2.55 2.60 2.85 ‥
ニュージーランド 2.89 2.90 3.06 3.28 ‥
ノルウェー ‥ ‥ ‥ 1.96 2.03
スウェーデン 2.01 2.09 2.11 2.23 2.30
スイス ‥ ‥ 2.71 2.69 ‥
イギリス 3.09 3.30 3.39 3.45 3.40
アメリカ 3.91 4.23 4.39 4.59 4.64
‥データなし
a) フルタイマー従業員の上位 10% と下位 10% の粗所得比率
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